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序文

『世界保健報告書 2010 年度版――保健医療システムの財政：ユニバーサル・
カバレッジへの道』が刊行されて以来、低中所得国では、他国がどのように
ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を達成し維持しようとしているか、
その経験に関する体系的な評価への関心が高まっている。さらには、UHC
政策やその制度設計に必要な技術的助言や財政的な支援を求める声も多く上
がっている。

2011 年、日本は国民皆保険達成から 50 周年を迎えた。それを契機に、日
本政府と世界銀行グループは、低中所得国で高まる要望に応えるため、日本
を含む複数の国を対象とした国際研究を実施し、UHC 戦略の導入から実施に
至る諸段階にある国々が有する多様で示唆に富む経験を共有することを着想
した。これを受け、UHC に関する日本・世界銀行共同研究プログラム（以下、
プログラム）が発足し、日本政府と世界銀行の共同研究チームが編成された。
同プログラムは、各国が UHC を政策目標とする際の決定・実施プロセスに
関する知識ギャップを埋めることを目的とする、2 年間の多国間国際研究で
ある。

本書は、日本の UHC に関わる経験を 10 のテーマで分析した研究成果をま
とめたものである。その際、各研究では、共通の分析枠組みが取られ、特に
UHC 改革の政治経済面、保健財政と保健人材に見られる課題に取り組む政策
や戦略に焦点が当てられた。日本が第二次世界大戦後、経済復興を果たした
背景には、同国の国民皆保険に対するコミットメントが影響しており、それ
が健康な中産階級を育み、経済成長の果実を公平に配分することで、社会の
安定化にも寄与した。

我々は、まず本国際研究の資金を提供していただいた日本政府に感謝の意
を示したい。また、研究に参加し、データと経験を快く共有していただいた
他の 10 カ国の政府――バングラデシュ、ブラジル、エチオピア、フランス、
ガーナ、インドネシア、ペルー、タイ、トルコ、ベトナムにも謝意を表した
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い。11 カ国研究から得られた最初の成果は、2013 年 12 月 5 日から 6 日に
東京で開催された「包括的で持続可能な成長のためのユニバーサル・ヘルス・
カバレッジ」をテーマとした国際会議「保健政策閣僚級会合」で発表された。
同会議において、麻生太郎副総理とジム・ヨン・キム世界銀行グループ総裁
は共に、包括的かつ持続可能な発展を目指す各国の基本目標のひとつとして
UHC の重要性を主張した。プログラム全体の研究成果は、前田明子他による
Universal Health Coverage for Inclusive and Sustainable Development: A 
Synthesis of 11 Country Case Studies（邦訳『包括的で持続的な発展のため
のユニバーサル・ヘルス・カバレッジ：11 カ国研究の総括』）に要約されて
いる。

UHC の目標は、全ての人々が質の高い医療サービスを受けられることを
保証し、公衆衛生上の危険から全ての人々を保護し、本人や家族が病気になっ
た際の医療費の自己負担額や所得喪失による貧困化から全ての人々を守るこ
とである。UHC への道筋は国ごとに異なるが、本書で扱っている、日本が国
民皆保険を達成し維持する中で得たさまざまな経験が、UHC を目指す各国に
とって有用な教訓となるよう期待している。

参議院議員	 世界銀行グループ
プログラム調整委員会共同議長	 保健・栄養・人口上級局長
武見敬三	 プログラム調整委員会共同議長
	 ティモシー・グラント・エバンズ
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